
死刑執行に対する会長声明 

 

 
１ 政府は、２０２１年１２月２１日、東京拘置所において２名、大阪拘置所において１名の計

３名に対し、死刑を執行した。法務省は個別の再審請求の有無については明らかにしていないが、

報道等によれば、執行された３名の内には再審請求中の者が含まれていたとされている。 

２ 国際人権（自由権）規約委員会は、２０１４年７月２４日に発表した同規約の実施状況に関する

第６回日本政府報告書に対する総括所見（パラグラフ１３）において、「死刑の廃止を十分に考慮す

ること」、「死刑執行の事前告知」、「再審あるいは恩赦の請求に執行停止効果を持たせること」等を

勧告している。 

また、国連総会では、２００７年以降２０２０年まで８回にわたり、死刑廃止を視野に入れ

た死刑執行の停止を求める決議がなされており、２０１８年１２月１７日には同旨の決議とし

て最多となる１２１か国の賛成により可決されている。 

３ 国内においても、２０１６年１０月７日に日本弁護士連合会が「２０２０年までに死刑制度

の廃止を目指すべきである」旨を人権擁護大会において宣言したほか、２０１８年１２月５日

に超党派の国会議員が「日本の死刑制度の今後を考える議員の会」を立ち上げ、２０１９年８月３

１日には死刑廃止を訴える市民団体や法曹関係者等が「死刑をなくそう市民会議」を結成する

などの動きが見られる。 

４ 当会も、２０１５年３月２６日に「死刑執行に関する情報公開と議論の活発化を求める会長声明」

を発し、２０１７年１２月２０日、２０１８年１０月１８日及び２０１９年３月２７日には「死刑

執行に関して適正手続の保障及び情報公開の実現とこれらが実現するまで死刑執行の停止を求め

る」旨の会長声明を発したところである。 

５ そうした国内外の動きがある中で、政府は、死刑に関する情報をほとんど公開せず、死刑の廃止

はもとより、執行手続についても何らの検討や改善を行うことなく、漫然と執行を続けており、

極めて遺憾である。 

また、政府が２０１７年から毎回再審請求中の者を含めて死刑執行を続けてきたことは、再

審請求中であることをもって死刑執行回避の理由とはしないとの姿勢を世界に示す結果とな

っている。再審請求中の死刑執行は、国際人権（自由権）規約委員会の勧告に反することはも

ちろん、えん罪の救済という観点からも重大な問題がある。 

６ よって当会は、政府に対し、再審請求に死刑の執行停止の効果を持たせることによって死刑事件

に関する適正手続の保障を十全なものとすること、及び、死刑に関する情報を公開して死刑制度廃

止も含めた議論を活発化させることを改めて求めるとともに、そうした取り組みもないままになさ

れた上記３件の死刑執行に対して抗議する。 
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